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Ⅰ．はじめに

近年、政治不信の増加が世界的な問題として多くの論
者に認識されつつある。たとえば、経済協力開発機構
（OECD）は、2000 年に『信頼を構築する』という報告
書を出版しているが、そこでは公務員や政治家に対する
信頼の低下が、先進国 ･発展途上国を問わず問題になっ
ていることが述べられている。また、それをうけ 2007
年には大規模な政府への信頼に関する国連会議も開催
されている１）。このように、政治不信を払拭することは、
多くの国々の間での共通の関心事になっている。
日本においては、その問題はさらに深刻であるように
思われる。日本における政治不信は先進国の中でもその
値が極めて高いことが、多くの論者によって指摘されて
いるからである。また、そのような政治不信は、政府の
効率性などを阻害する要因になるとも指摘される。政治
不信をいかに払拭するかは、現代の日本における喫緊の
課題であるといえる。
選挙制度改革や中央省庁の再編、地方分権改革など、
政治不信を払拭するために日本では大規模な制度改革
が 1990 年以降行われてきた。また、地方においても、
新たな市民参加方式の採用や NPMの採用など、様々な
制度改革が行われてきた。政治不信をいかに払拭するか
について、政府は奮闘し続けてきた。
しかしながら、制度改革が人々の意識に与える影響に

ついて、それを明らかにする研究はそれほど多くない。
むしろ、制度改革は人々の意識にそれほど大きな影響を
与えないとする見解が一般的である。その理由としてし
ばしば挙げられるのは、政治不信の増加の背景には、社
会経済的発展があるというものである。すなわち、人々
の政治や行政への不信感は、制度の不備ないし欠陥によ
るものでもなければ、政治家や官僚の談合や汚職の発覚
によるものでもなく、価値観の変動や社会文化的変動に
よるものであると主張されているのである。この主張に
鑑みるならば、制度改革を行ったとしても政治不信が一
向に払拭されないのは何ら不思議なことではない。なぜ
なら、政治不信は制度改革が行われたか否かによって変
化するような意識ではないと考えられるからである。
本稿は、このような「通説」とは逆に、日本において
は、制度改革は人々の意識に影響を与えたことを主張す
る。もちろん、制度改革と人々の意識の関係は、制度改
革を行えば信頼感が増すといったような単純な関係に
あるわけではない。しかし、日本においては、人々の政
治意識の「型」と制度改革の特徴が相まって、信頼の醸
成につながったのではと考える。
本稿では、この仮説を大規模サンプルサーベイデータ
である JESⅡおよび JESⅢ調査を用いた計量的な分析
から実証する。分析の結果、制度改革への人々の肯定的
な評価は、政治への信頼感や制度への支持の増加に繋が
ることが示される。
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論述は以下のように進められる。まず、Ⅱにおいて、
政治不信に関する議論を整理しながら、本稿での基本疑
問を提示する。次に、Ⅲにおいて、その解答として考え
られる「通説」を説明しながら、それとは異なる本稿の
仮説を提示する。日本の政治意識の「型」に鑑みれば、
昨今の制度改革は政治不信を払拭させているというのが
ここでの仮説である。そして、Ⅳで、本稿の仮説が支持さ
れるものであることを、サンプルサーベイデータの分析
から明らかにする。最後に、Ⅴで、分析結果を踏まえた上
での本稿の結論および残された課題について述べる。

Ⅱ．政治不信と制度改革
　
1 ．政治への否定的態度としての政治不信
政治に対する否定的な態度の 1つとして政治不信があ
る。政治不信の概念に明確な定義は存在しないが、一般
的には「現行の政治システムを拒否しているか、または
そのシステムから疎外されている心理状態」と定義され
る（Citrin et al. 1975：31）。ここから明らかなように、
政治不信は政治的疎外やアノミーといった概念の上部に
位置するものとして捉えられることが多い（たとえば小
林 1990）。ただし、政治不信はあくまで政治行動と政治
システムの変動および安定に関する概念であり、広義な
疎外概念とは区別される２）。本稿でも、政治不信を広義
な疎外概念とは区別して用いる。
政治不信をどのように捉え、どのように操作化するか
については論者によって異なる。納税率などから操作化
されることもあるが、サンプルサーベイから操作化され
るのが一般的である。しかし、どのような質問文への回
答から操作化するかについて明確なコンセンサスが確立
されているわけではない。「あなたは政府／政治家を信
頼していますか？」という質問文への回答から操作化さ
れる場合もあれば、「私には政府を左右させる力などな
い」といったような意見に対する反応として操作化され
る場合もある。この 2つの質問は、ともに政治不信を操
作化するためのものであるが、ここから分かる「不信」
は異なる概念である。それゆえに、論者によって議論が
錯綜する。このような現状においては、まず、政治不信
の多義性ないし多次元性について確認しておくことが必
要だろう。
政治不信の多次元性に関する議論自体は古くから存在
するが３）、実証的な研究が行われ始めたのは、Finifter

の論文が発表されてからであろう（Finifter 1970）。この
論文が発表されて以降、政治不信を一次元的なものとみ
るか多次元的なものとみるか、さらには具体的な政治不
信の次元構造について多くの検討がなされてきた
（Schwartz 1973；Miller 1974；Citrin 1974；Miller et al. 

1979；三宅 1986；田中 1992；早川、吉崎 1997）。そして、
その結果として、政治不信は一次元的ではなく多次元的
構造であることが多くの論者に認識されるに至った。特
に、政治的意思決定に関する自己の可能性に言及する態
度の次元（政治システムの「入力」への否定的態度の次
元）と、政治の必要性ないし要求に関して言及する態度
の次元（政治システムからの「出力」への否定的態度の
次元）の区別は、多くの論者に用いられているもっとも
一般的な区分である（Almond and Verba 1965；Finifter 

1970 ； 村山 1994）。本稿においても、大きくは「入力」
に関するものと「出力」に関するものに大別されるもの
として、政治不信を捉える。
このように「入力」と「出力」の次元的区分を強調す
ることに、どのような意味があるのだろうか。「入力」
と「出力」の次元を区別することは、人々の行動様式を
政治システムとの関連の中でどのように捉えるかについ
て、より適切な理解を得ることに繋がる。図 1は、「入力」
への否定的態度の次元と「出力」への否定的態度の次元
を組み合わせた政治社会のモデルである。この図は、一
次元的な理解では捉えることのできない「異議申し立て
型」と「従属型」の相違を明らかにしている。つまり、
政治的信頼感の醸成は政府にとって極めて重要であるこ
とに相違はないが、それが直ちに民主的な社会を意味す
るわけではないのである。政府ないし政治システムに対
して人々がロイヤリティを持つには、政治的信頼感だけ
ではなく、有効性感覚も担保する必要があることをこの
図は明らかにしている４）。

政治的志向性の性質
（政治社会の特質）

政治的信頼感
（「出力」の次元）
高 低

政治的有効性感覚
（「入力」の次元）

高 「忠誠型」
（民主的社会）

「異議申し立て方」
（不安定社会）

低 「従属型」
（伝統的社会）

「疎外型」
（全体主義社会）

図 1　政治社会の 4つのタイプ
注）　Paige（1971）390 頁より筆者作成
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政治不信をこのように捉えることによって、今日にお
ける信頼の低下が何を意味しているのかについても、よ
り適切に理解することが可能となる。以下では、この「入
力」と「出力」への否定的態度の次元的相違を念頭にお
きつつ、日本における政治不信の現状を検討していこう。

2 ．日本の政治不信の現状
はじめにで述べたように、近年、政府への信頼をいか
に構築していくかが国際的な課題となりつつある５）。こ
れは、図 1にしたがえば政治的有効性感覚の減少を危惧
するというよりも、政治的信頼感の減少に関して危機感
を抱く論調であることが多いように思われる。つまり、
政治的信頼感の減少による「不安定社会」への移行を問
題として提起しているのである。日本においても、納税
率の低下など同様の問題が指摘されているが（田中、岡
田編 2006）、他の諸国とはやや様相を異にする。以下、
詳しく検討していこう。
日本における政治不信に関しては、主として以下の 2
点が指摘される。第 1に、日本における政治不信の水準
は先進諸国の中でも極めて高いこと、第 2に、それは戦
後からほぼ一貫して高かったことである。
政治不信の国際比較調査によれば、日本における政治
不信は先進諸国の中でもかなり高い数値を示している。
具体的には、人々の有効性感覚、自国の政治制度に対す
る評価、行政サービスや政府への信頼度、国の公職につ
いている人たちの働きぶりへの満足度が低いことなどが
指摘されている（Richardson 1997；大山 2007）。日本に
おける政治不信は極めて高く、それゆえに国際比較的な
見地からは日本における 1つの特徴として論じられるこ
ともある（Pharr 1997＝2002；2000）。つまり、政治的
信頼感の低さと有効性感覚の低さが危機的な状況である
と指摘されているのである６）。
また、そのような日本の政治不信は戦後から一貫して
高かったことも指摘される。確かに、ロッキード事件や
リクルート事件の直後、投票を棄権する人々は増加した
し、その原因として政治不信の増加があったことは、多
くの論者によって主張されたところである。政治不信の
増加の背景には、度重なる政治家や官僚の汚職や談合の
発覚があるというのは、今日における一般的な常識であ
るといってもよいだろう。
しかしながら、政治的信頼感や有効性感覚の低さは、
汚職等の事件が発覚したことによってのみもたらされた

わけではない。たとえば、Richardsonは、戦後以降か
ら政治信頼感は常に低い水準であったことを、いくつか
の世論調査をもとに明らかにしている（Richardson 

1974）。また、ロッキード事件やリクルート事件が発覚
した後も世論の動向は意外なほど「鈍感」であり、その
後の政治的信頼感の減少は汚職の発覚等によるものだけ
ではなく、従前からの信頼の低さと結びついて生じたと
いう実証分析の結果もある（芹沢 1990）。さらに、NHK

放送文化研究所の意識調査の結果には、1973 年時です
でに 7割以上の人々が「世論は有効でない」と考えてお
り、その比率は現在に至るまでほとんど変化していない
ことが示されている（NHK放送文化研究所編 2005）。
以上をまとめると、先進諸国においては政治的信頼感の
低下が問題であるのに対し、日本においては、政治的信頼
感の低下というよりも、むしろその相対的な低さが問題で
あるということになるだろう。くわえて、有効性感覚の低
さも同時に問題であることを指摘することができる。日本
における政治不信は、どちらかといえばその変動よりも相
対的な位置づけが問題視される傾向にある７）。

3 .　日本の制度改革と政治不信
各国の政府は、政治不信を払拭するために様々な制度
改革を行ってきた。イギリスにおける行政改革やイタリ
アにおける選挙制度改革など、例を挙げれば枚挙に暇が
ない。さらにいえば、人々の要求を知るための施策も、
多くの国々において講じられつつある。アメリカにおけ
るギャラップ社の政府信頼調査は夙に有名であるが、そ
れだけではなく、カナダにおける Citizens First調査、
オランダにおける Belevingsmonitor調査など、徐々にで
はあるが確実にそれは広がりつつある。政治的信頼感の
低下は制度改革の原因であるというのは、多くの論者に
よって指摘されているところでもある（たとえば Kettle 

2002；Norris 1999）。
日本においても、多少のラグを伴いつつ様々な制度改
革が、信頼の低下を背景に行われてきた。ロッキード事
件やリクルート事件の発覚を契機とする 1994 年に行わ
れた選挙制度改革は、候補者本位の選挙から政党ないし
政策本位の選挙へと候補者の再選戦略を変化させ、人々
の信頼を獲得することを目的としたものであった（日本
選挙学会 1991；三宅 2001）。また、選挙制度改革とは目
的は大きく異なるが、2000 年に行われた地方分権改革
も、真に効率的ないし効果的な行政運営を確立するとい
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う意味で、政府への信頼を醸成することを目的とするも
のであったと考えることができる。もちろん、中央政府
だけではなく地方政府も様々な制度改革を行ってきた。
都市化を背景とした様々な弊害にいち早く対応してきた
のは中央政府ではなく地方政府であったのは夙に指摘さ
れる点であるが、それだけではなく、様々な制度改革を
中央政府に率先して行ってきた８）。
しかしながら、制度改革が行われたとしても、それに
よって人々が政府を信頼するとは限らない。むしろ、実
証的な分析の結果は、制度改革と政治的信頼感の増減の
間には明確な関連がないことを明らかにするものが多
い。たとえば、Suleimanは 16 カ国における行政改革と
政治不信の関連の分析から、信頼の低下と制度改革、そ
して制度改革と信頼の向上が結びつくのはアメリカのみ
であり、それ以外の国においては明確な関係が見出せな
いことを明らかにしている（Suleiman 2003）。同様に、
イギリスとドイツにおける行政改革の進捗度合いと政治
的信頼感の増減を調べた研究においても、両者の間に
は明確な関係がないことが示されている（Pollitt and 

Bouckaert 2004）。
日本においてもそれは例外ではなく、制度改革は、人々

の意識に影響を与えていないとする見解が一般的である
（Pharr 1997＝2002）。また、世界価値観調査（WVS）の
分析からも、政府への信頼感はそれほど大きく変化して
いないことが示されている（大山 2007）。
しかしながら、このような見解は主として 2000 年以
前のデータを用いたものであることが多く、日本におけ
る大規模な制度改革の多くは 2000 年以降に行われたと
いう事実を考慮していない。つまり、日本においては、
制度改革の「効果」が生じたのは 2000 年以降なのでは
ないだろうか、という疑問が生じるのである。
もっとも、この疑問は政治家と人々が制度改革を望ん
でいない限り「問い」にはならないわけだが、この仮定
は、次の 2点の事実に反する。第 1に、大規模な制度改
革は選挙における重要な争点であった。少なくとも
1993 年および 96 年の選挙においては、制度改革は重要
な争点であり、多くの政党ないし政治家が制度改革の必
要性を主張した（品田 2002）。第 2に、人々の側も制度
改革に対してかなりの関心を寄せていた。表 1は、政府
に対してどのような事柄に力を入れてほしいかを尋ねた
調査の結果を整理したものである９）。この表から明らか
なように、制度改革に対する人々の関心は極めて高い。

これらの点に鑑みるならば、日本における大規模な制度
改革は人々の意識に影響を与えた可能性が極めて高いの
ではないだろうか。

Ⅲ．制度改革は人々の意識に影響を与えてい
　ないのか？

1．政治不信は払拭されないのか？－いくつかの仮説－
制度改革は人々の意識に影響を与えないとする見解が
一般的なものであることは上述の通りである。その理由
としては、信頼の低下の要因といった側面から説明され
ることが多い。政府への信頼の低下の原因としてはいく
つかの議論があるが、1）価値観の変動を重視するもの、
2）社会・文化的な変動を重視するもの、3）経済的な不
況を重視するものに大別される。いずれの仮説も社会・
経済的な変動を重視するという意味では共通している
が、中・長期的な変動を重視するかそうではないかとい
う点、心理的な要因を重視するか環境的な要因を重視す
るかといった点で異なる。以下、順に検討していこう。

（ 1）価値観の変動による権威の失墜仮説
政治への信頼感が低下していることについて、もっと
も説得力のある議論を展開したのは Inglehartであろう。
Inglehartを中心とする多くの論者は、政治的信頼感が
低下している背景には、脱物質主義ないし自己実現価値
観への価値観の変動があることを主張する（Inglehart 

1977＝1978, 1990＝1993, 1997；Inglehart and Welzel 

2005；Dalton 2005, 2008）。社会・経済的な発展によっ

複数回答 単一回答
回答率（％） 順位 回答率（％） 順位

景気の回復 75.8 1 42.2 1
政治倫理の確立 20.0 9 3.6 5
税制改革 55.5 3 14.7 3
社会福祉 59.7 2 16.4 2
防衛問題 12.1 11 0.9 9
貿易摩擦 8.2 14 0.3 11
行政改革 41.1 4 7.9 4

財政赤字の対策 28.6 7 3.3 7
科学技術の研究開発 5.7 15 0.1 14

市民参加 10.4 13 0.3 11
居住環境の整備 20.7 8 1.1 8

教育・おちこぼれ問題 28.9 6 3.8 5
地方分権 12.5 10 0.5 10
対外援助 5.2 16 0.1 14
環境問題 34.2 5 3.4 6
女性問題 11.8 12 0.2 13

注）JEDS96 調査より筆者作成

表 1　重要事項に関する意識調査の結果
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て人々の物質的な欲求は満たされ、より高次な欲求とし
て自己実現を人々は希求するようになる。そして、それ
は人々の政治参加を「エリート動員」的なものから「エ
リート対抗」的なものへと変化させたり、政治家や官僚
といった権威に対して不信感を増大させるというのが彼
等の仮説である。いわば、価値変動の帰結として信頼の
低下を解釈する。
この説に従えば、制度改革は人々の意識にそれほど大
きな影響を与えることはない。なぜなら、人々の信頼の
低下は価値観の変動によって生じているわけであって、
何らかの政治制度の不備や官僚や政治家の不祥事といっ
た事柄に強く規定されているわけではないからである。
したがって、制度改革を行っても、人々は依然として政
府に対する懐疑的な姿勢を崩すことはないということに
なる。
説得的な議論であるが、いくつかの点からこの仮説に
は同意することはできない。第 1に、日本における政治
信頼感は、上で指摘したとおり戦後間もない頃から高い
水準を示していた。第 2に、1990 年代半ばまでは、中
央官僚への信頼感は比較的高かった（Pharr 1997=2002）。
これらの事実は、価値観の変動が権威を失墜させたとい
う点に反する。さらにいえば、日本においては、「エリー
ト動員型」の参加が減少する一方で、「エリート対抗型」
の政治参加を確認することができず（山田 2002）、その
点からも権威への抵抗が生じているとは考えにくい。価
値変動が日本において生じているかについては、さらな
る検討が必要であろう。

（ 2）社会・文化的変動による政治不信増加仮説
Mansbridgeによれば、近年における政府への信頼の
低下の背景には社会・文化的変動があるという
（Mansbridge 1997=2002）。この社会・文化的変動とは、
社会的連帯感の喪失や、暴力への慣れ、家族形態の変化
および離婚の増加などである。これは端的にいえば、社
会における人々の生活様式の変化にその原因を求める仮
説であるということができるだろう。Putnamの米国に
おけるソーシャル・キャピタルの衰退と軸を一にする議
論であるともいえるので、都市化あるいはコミュニティ
の議論と親和性のある仮説であるということができるか
もしれない。いわゆる、「市民社会」の衰退にその原因
を求める説であるといえる。Inglehartらの社会・経済
的発展による帰結を重視するという点では一致している

が、環境そのものの変動を重視するという点ではやや異
なる。
何を原因とするかという点では異なるものの、Inglehart

らと同じく、Mansbridgeも中・長期的な社会経済的変
動の帰結として信頼の低下を捉えているため、この仮説
が支持されるものであるならば制度改革は政治不信にそ
れほど大きな影響を与えることはない。
しかしながら、この仮説にもそれほど説得力はない。
その理由として、第 1に、政治への信頼感と社会的な信
頼感は次元を異にする概念だからである。少なくとも、
日本においては、一般的な信頼感と社会的な信頼感の間
に強い相関は見出されない 10）。第 2に、日本における社
会的連帯感が喪失しているか否かについては、論者に
よって見解が大きく異なる 11）。日本における社会的な連
帯感が衰退しているかについては、さらなる検討が必要
であり、その点に鑑みれば、制度改革が人々の意識に何
らかの影響を与える可能性を否定することはできない。
　
（ 3）経済的な不況による政治不信の増加仮説
人々が生活に対して不満を覚えると、政府に対しても
不満ないし不信を抱く。政党支持態度と生活意識の間に
強い関連性があることは実証的に明らかにされてきたと
ころであるが（三宅 1985）、日々の生活への不満は政府
への不満や不信に直結するとの議論は多い（Barnes and 

Kaase et al. 1979；谷藤 1991）。そこでは、政府の業績へ
の主観的な評価はそれほど重視されない。重要なのは、
あくまで、人々の生活への現状認識である。
ここから明らかなように、この仮説においては、信頼
の低下は制度改革とはまったく関係のないものとみなさ
れる。つまり、制度改革が行われていようがいまいが、
人々が日々の生活に対してある程度満足しない限り、政
府は信頼を確保することができないのである。いわば政
府と生活が切り離された中で、日々の生活への不満が信
頼の低下に繋がるわけである。
しかしながら、この仮説は以下の事実と適合的ではな
い。というのも、NHK放送文化研究所の調査によれば、
生活満足度は 1970 年代半ば頃から現在に至るまでほと
んど変化しておらず、さらには現在の生活に満足してい
る人は不満を抱いている人々よりも多い（NHK放送文化
研究所編 2005）。つまり、この仮説は日本における信頼
の変動とその低さをほとんど説明することができない。
さらにいえば、この仮説は政府の景気や人々の暮らし
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向きへ与える影響を軽視しすぎている。人々の日々の暮
らし向きの満足度と、そこへの政府の役割認知が独立し
ているか否かは、実証的な分析から明らかにされるべき
ことであって、前提として組み込まれるべきものではな
い。したがって、制度改革が人々の意識に影響を与える
可能性を否定することはできない。

2 ．本稿の仮説
上述の「通説」とは異なり、本稿は、制度改革が人々
の意識に影響を与えたことを主張する。2000 年以降に
行われた諸制度改革は、人々の信頼感を醸成したという
のがここでの仮説である。しかし、制度改革と政治意識
の関係は、制度改革を行えば信頼が高まるといったよう
な単純な関係ではない。どのような制度改革が人々に意
識されるかは、その国の人々の意識構造に規定される。
以下では、日本における政治意識と制度改革の特徴、制
度改革への人々の認識といった順に、議論を進めていく。

（ 1）日本の政治不信の構造的特徴
制度改革が政治不信を払拭するか否かは、その国の政
治文化の「型」に依存する。人々の行動様式が当該制度
改革に強く影響されるような「型」であれば、当然、制
度改革は何らかの影響を与えるであろうし、そうでない
「型」のもとでは、それほど影響を与えないだろう。
日本における政治意識の構造的特徴を端的に述べれ
ば、「出力」志向である（村山 1994；名取 2005）。Ⅱに
て述べたように、政治不信は大きく「入力」か「出力」
かに区別される。この区別は、日本における制度改革と
人々の意識の関係を議論するうえできわめて重要であ
る。なぜなら、「国のやり方がよくないから政治は信じ
られないのであって、どちらかといえば、われわれの政
治への影響力が少ないから信じられないというわけでは
ない」という見方が、日本における政治不信の特徴だか
らである（村山 1998：136）。つまり、「我々の意見が制
度改革にいかに結びついたか」という点よりも、「どの
ような制度改革が行われ、それによって、「出力」がど
のように変化したのか」という点が人々にとっては重要
となる。この政治意識の日本的特徴は、人々が 1990 年
以降に行われた様々な制度改革のどれに焦点を合わすか
を規定する。
2000 年代以降に行われた制度改革を挙げてみると、
意外なほど「出力」に関する制度改革が多いことに気付

かされる。1994 年から 2000 年に行われた制度改革と、
2000 年以降に行われた制度改革のもっとも大きな相違
点は、前者が「出力」とはそれほど大きく関連付けられ
ることがないのに対して、後者が「出力」と強く関連付
けられることである。
1994 年に行われた選挙制度改革と地方制度改革を例
にこのことを説明しよう。選挙制度改革の目的は、中選
挙区制度であるがゆえに生じる政治家や一部利益集団と
の癒着構造を崩壊させることを主たる目的としたもので
あったわけだが、より直接的には、人々が代理人たる政
治家をいかにして選出するかという「入力」に関する制
度改革であった。もちろん選挙制度の変更は政治家の選
好の変化を促し、政策も自ずと変化するわけだが、選挙
制度改革が直接的に「出力」を規定しているわけではな
い。そこから、選挙制度改革は「出力」とはやや距離が
ある制度改革であったと考えることができる。一方、
2000 年以降に行われた地方制度改革は「出力」と密接
に関連する制度改革であったということがいえる。地方
分権改革、市町村合併、三位一体の改革といった一連の
諸制度改革は、政府の「出力」を直接的に変化させた。
端的にいえば、これら一連の制度改革の背景には、逼迫
しつつある地方財政赤字があった。図 2は、人口規模ご
との行政サービスの時系列推移を整理したものである。
この図からは、2000 年を境に、比較的規模の小さな地
方政府の「出力」が変化していることがわかる。特に、
小規模な町村におけるその傾向は著しい 12）。
その他の小泉内閣期に行われた様々な諸制度改革に目
を転じても、主として「出力」の変化に焦点をあわした
ものであるということがいえるのではないだろうか。道
路公団の民営化や特区制度なども同様に、「入力」はと
もかく「出力」をいかに変えるかという点についての制
度改革であるということがいえよう。より効率的かつ効
果的なサービスをいかに行うかという点が最大限考慮さ
れた制度改革だったからである。
以上の検討を踏まえると、2000 年以降に行われた様々
な制度改革は、人々の意識に何らかの影響を与えやすい
制度改革だったのではと想定することができる。なぜな
ら、日本における政治意識の「型」は「出力」志向であり、
かつ、制度改革も「出力」に焦点を合わしたものが多かっ
たからである。以下では、具体的なデータをもとに、こ
の点についてさらに詳しく検討していくことにしよう。
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（ 2）制度改革は人々にどのように受け止められたのか
まずは、人々が制度改革を自身の生活の中でどのよう
に位置づけているのかということを、JESⅡ・Ⅲ調査を
用いて検討する 13）。制度改革が人々に意識されるとい
うことは、人々が政府を重要なものであると認識してい
ることを意味する。逆にいえば、人々が自身の生活の中
で政府を重要視することがなければ、制度改革が人々の
意識に影響を与えることはないだろう。
図 3は、景気と自身の暮らし向きに関する政府の責任
意識の推移を時系列に整理したものである 14）。この図
からはっきりとわかることは、1990 年代と比較して、
2000 年以降は政府の責任認識が大幅に増加していると
いうことである。もちろん、1990 年代から政府の責任
を認識している人々はかなりの程度存在する。たとえば、

景気に関していうと、「非常に」「かなり」責任があると
回答している人々は8割を超えている。しかし、「非常に」
責任があるという回答の割合の推移をみてみると、2000
年以前と以後で大きく異なっていることが分かる。増加
率は、景気に関しては約 1.5 倍、暮らし向きに関しては
2倍近い。この図は、人々が政府の役割を自身の生活の
中で重要なものであると位置づけるように変化したこと
を明確に示している。
次に、制度改革が人々にどのように受け止められてい
たのかを見てみる。下記の図 4 は、1993 年から 2005 年
にかけての内閣の業績評価を時系列に整理したものであ
る 15）。内閣の業績評価に関する質問は JESⅡと JESⅢ
で若干異なるが、基本的には政治 ･行政改革についての
評価、経済ないし景気対策についての評価、外交対策に
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ついての評価、全般的な評価の 4つに関して問う設問と
なっているため時系列比較は十分可能である 16）。この図
には、全体として肯定的に受け止められる方向へと推移
しているが、政治・行政改革は特にその傾向が強いこと
がはっきりと示されている。2000 年以降に行われた一連
の諸制度改革は、人々に肯定的に受け止められていたの
である。
この図をやや詳細に検討しよう。まず、1993 年は大
規模な制度改革がそれほど行われていなかった時期で
あった。JESⅡの 93 年時調査（第 1波）は選挙制度改
革が行われる前の宮沢内閣時に行われたもので、当時は、
人々の政府への信頼感が著しく低下している時期でも
あった。93 年に低い値を示しているのは、恐らくその
ためであろう。1996 年は、橋本内閣が制度改革に本格
的に着手し始めた時期である。人々の制度改革への評価
は若干向上するが、この時期もそれほど目新しい実績は
ないと感じたのであろうか、それほど大きく変化してい
るわけではない。選挙制度改革はそれほど人々には肯定
的に評価されなかったのである。一方、2001 年はそれ
ほど大規模な制度改革が行われたわけではなかったが、
小泉首相の「自民党をぶっ壊す」というアピールが功を
奏したのか、制度改革を評価する人々は 4倍近くにまで
増加した。その後、「痛み」を伴う諸制度改革について様々
な批判が浴びせられることになったわけだが、人々はど
ちらかというと批判的に受け止めるというよりもむしろ
肯定的に受けとめていた。2003 年には若干評価が下が
るものの、市町村合併や「郵政選挙」が行われた 2005
年に再び評価が上ることは、人々が「痛み」を伴う制度
改革を肯定的に評価したことを裏付けるものである。

以上より、政府の「出力」は自身の生活に深くコミッ
トしていると人々が認識するよう変化し、かつ、そのよ
うな政府が積極的に行った制度改革は、人々にとって肯
定的に受け止められていることが明らかとなった。そこ
から考えると、制度改革は政治不信を払拭させたのでは
ないかと予測することができる。もちろん、制度改革が
人々に肯定的に受け止められているということは、政府
が政治不信を払拭させることに成功したことを必ずしも
意味しない。しかし、その可能性は大きい。次節では、
政治不信の時系列推移を確認しながら、本稿の仮説が支
持されるものであるか否かを検証していく。

Ⅳ．分析

1．政治不信の時系列推移
上記仮説を検証するデータとして、前節にて使用した

JESⅡ・Ⅲ調査を用いる。このデータを用いる理由は、
政治不信ないし信頼感に関する質問が用意されているこ
と、そして、質問文の等価性が保たれているため時系列
比較が可能だからである。さらに、「入力」と「出力」
の相違にも、これらのデータはある程度対応している。
信頼と不信に関しては、先行研究と同様に、1）国政へ
の信頼感、2）府県政への信頼感、3）市政への信頼感、
4）政党の応答性、5）選挙の応答性、6）国会の応答性、
7）有効性感覚 1（政府を左右することができない）、
8）有効性感覚 2（複雑で理解することができない）、の
8つの質問文から操作化することにする 17）。なお、表 2
にて示されているとおり、これら 8つの質問はそれぞれ、
1）政治信頼感の次元、2）制度支持の次元、3）政治的
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図 4　内閣の実績評価の時系列推移
注）JESⅡ ･Ⅲ調査より筆者作成
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有効性感覚の 3つの潜在因子から成っている 18）。以下
での分析も、基本的にはこの 3次元モデルにそったかた
ちで進められる。
まずは、回答の頻度分布の時系列推移から確認するこ
とにしよう。表 3は、上記 8つの質問への回答分布を単
純化し、時系列に整理したものである。ここから分かる
ことは、政治的信頼感、制度支持、政治的有効性感覚の
いずれの意識においても、人々が肯定的な評価を下す方
向に変化しつつあるということである。この事実は、政
治不信が増加しているという「通説」とは逆の結果であ
り、本稿の仮説を支持するものであるといえる。
ただし、すべての意識が同じように変化しているわけ
ではない。政治的信頼感と制度支持は 1996 年以降線形
的な増加傾向をみせているが、政治的有効性感覚はどち
らかというと横ばい状態に近い。ただし、「複雑で理解
することができない」という質問への回答は、やや肯定
的な方向への変化であるといえる。少なくとも、人々が
政府に否定的な見解を示す方向へ変化しているというこ

とは、このデータからはいえない。
この傾向は都市規模によって異なるのであろうか。す
べての規模の市町村において同様の傾向が示されれば、
政治不信は払拭されつつあるという上記傾向の信頼性は
増すだろう。
表 4は、データを都市規模ごとに分類し（大規模（千
葉市以上の市）、やや大規模（人口 20 万以上の市）、や
や小規模（人口 20 万未満の市）、小規模（町村）の 4つ）、
政治信頼感、制度支持、政治的有効性感覚の推移を時系
列に整理したものである。結果を先に述べれば、アグリ
ゲートレベルでのデータとほぼ同様の傾向が見られる
が、政治的有効性感覚の推移は都市規模によって異なる
ものであった。以下、詳しく検討していこう。
まず、政治信頼感および制度支持に関しては、都市規
模ごとの変動の差異はほとんどみられない。国会への支
持の変動のみ、小規模町村とその他の市でやや異なる。
ただし、増加するという傾向は両者共に変わらないので、
この差異はそれほど問題ではない。その一方で、政治的
有効性感覚に関しては、規模の大きな市と小さな市とで
変化の方向が異なっている。比較的規模の大きな市にお
いては、政治的有効性感覚は増加する傾向にある。特に、
大規模な市においては、その傾向が著しい。それとは対
象的に、比較的規模の小さな市においてはそのような傾
向がみられない。減少傾向にあるようにも見えるが、変
化していないと判断するほうが適切であろう。そこから
考えると、表 3の政治的有効性感覚の変動は大規模市の
変動によってのみ生じたものであり、全体的な傾向では
ない。

93 年 96 年 03 年 05 年 
因子 1 因子 2 因子 3 因子 1 因子 2 因子 3 因子 1 因子 2 因子 3 因子 1 因子 2 因子 3

国政信頼 0.616 0.091 - 0.040 0.635 0.101 0.017 0.687 0.008 0.025 0.571 0.105 - 0.036 
府県政信頼 0.918 - 0.027 0.000 0.989 - 0.052 - 0.002 0.930 - 0.075 - 0.004 0.900 - 0.034 0.012 
市政信頼 0.759 - 0.046 0.024 0.766 - 0.007 - 0.023 0.695 0.094 - 0.037 0.768 - 0.027 0.005 
応答：政党 - 0.002 0.585 0.015 0.043 0.706 0.045 - 0.009 0.641 0.018 0.067 0.627 0.050 
応答：選挙 - 0.030 0.660 - 0.041 0.015 0.771 - 0.015 0.016 0.709 - 0.026 - 0.033 0.721 - 0.0 51 
応答：国会 0.039 0.750 - 0.005 - 0.028 0.825 - 0.028 0.008 0.787 0.013 - 0.005 0.791 0.009 
有効性１ - 0.012 - 0.055 0.366 0.029 0.006 0.725 0.019 0.002 0.870 - 0.001 0.018 0.722 
有効性 2 0.001 0.026 1.002 - 0.043 - 0.005 0.549 - 0.034 0.005 0.421 - 0.015 - 0.011 0.558 

因子寄与率 14.593 24.054 15.157 28.045 19.637 9.965 25.561 15.247 13.090 26.300 16.534 8.841 

適合性の検定 0.031 0.051 0.594 0.392 
標本妥当性 (KMO) 0.677 0.713 0.695 0.701 

注）因子抽出法：一般化最小二乗法　プロマックス斜行回転後のパターン行列を表記

表 2　政治信頼・不信の因子分析の結果

93 年 96 年 01 年 03 年 05 年
政治信頼 国政 37.5 33.3 ― 43.4 56.6（%）

府県政 51.2 42.6 ― 54.7 65.0 
市政 55.6 47.9 ― 60.9 66.0 

制度支持 政党 81.6 77.5 81.5 83.7 85.6 
選挙 90.6 85.1 91.3 90.9 91.9 
国会 78.9 75.5 82.1 81.0 78.7 

有効性感覚 左右できない 68.6 60.0 58.9 61.0 60.4 
理解できない 68.6 70.1 69.2 66.5 66.3 

注 1）JESⅡ ･Ⅲより筆者作成　すべて肯定＋やや肯定的回答者割合
注 2）政治的信頼感に関する質問群は 01 年にはないため―表記

表 3　政治信頼感・制度支持・政治的有効性感覚の時系列推移
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以上をまとめると、第 1に、アグリゲートなレベルに
おいて、信頼感は全体として増加傾向にあるということ
がいえる。第 2に、政治的有効性感覚を除き、その傾向
はすべての規模の市町村において見られる。すなわち、
政治的信頼感は都市規模を問わず増加傾向にあるといえ
るのである。この傾向は「通説」からは説明することが
できず、本稿が主張するように、制度改革が人々の意識
に影響を与えたことを示唆するものである。次項では、
この傾向が制度改革によってもたらされたものであるか
を、さらなる分析から明らかにする。

2 ．政治不信の規定要因の時系列比較分析
政治信頼・不信はいかなる要因に規定されているのか
を明らかにすることによって、上述の傾向が制度改革に
よるものか否かを明らかにすることができる。ここでは、
表 2の因子分析から算出された因子得点を従属変数とす

る規定要因の時系列比較分析から、制度改革の「効果」
の検証を行う 19）。
分析に投入する独立変数に関して説明する。まず、統
制変数であるが、政治信頼ないし不信の規定要因として
重要な変数は、性別や年齢といったデモグラフィー要因
と、生活や景気に対する現状認識である。都市規模が小
さいほど信頼感が高く、女性は男性より政治や行政に対
して比較的シニカルな態度を示し、年齢が上がれば上る
ほど信頼感は高くなる傾向にあるといった事実は、前節
で述べたように夙に指摘されるところである。また、生
活や景気の認識といった要因も政府へのシニカルな態度
へと転化すると指摘されている。したがって、統制変数
として、1）都市規模、2）性別、3）年齢（世代）、4）
教育程度、5）暮らし向きおよび景気の現状の認識と今
後への認識を分析に投入する 20）。
しかしながら、暮らし向きおよび景気に関する意識は

93 年  96 年  01 年  03 年 05 年
規模大 国政 32.3 34.5 ― 41.2 53.0（%）
政治信頼 府県政 48.9 39.3 ― 57.2 64.1

市政 53.3 44.2 ― 60.6 66.9
制度支持 政党 79.4 78.0 75.1 79.6 81.8

選挙 88.2 87.0 90.7 91.2 91.8
国会 73.4 76.0 82.0 77.8 74.8

有効性感覚 左右できない 62.8 59.6 50.5 51.8 57.8
理解できない 68.0 65.0 63.0 60.9 61.7

規模やや大 国政 34.1  30.1 ― 42.1 53.5
政治信頼 府県政 46.5 40.9 ― 50.7 62.8

市政 50.2 46.5 ― 59.8 66.1
制度支持 政党 83.5 75.9 84.2 82.4 88.3

選挙 90.3 85.4 92.8 90.4 94.2
国会 78.1 75.2 84.7 80.6 81.1

有効性感覚 左右できない 57.4 55.8 57.4 58.6 57.5
理解できない 68.0  69.2  65.8  64.1 61.3

規模やや小 国政 44.9 33.4 ― 41.7 57.6
政治信頼 府県政 58.3 43.7 ― 51.6 62.2

市政 61.8 46.8 ― 55.8 60.6
制度支持 政党 80.7 76.9 83.5 85.1 86.1

選挙 90.1 83.5 92.3 89.5 91.9
国会 81.2 73.6 81.7 80.5 79.6

有効性感覚 左右できない 57.6 62.6 64.0 61.4 62.3
理解できない 64.7 72.7 71.9 65.8 68.8

規模小 国政 41.6 36.9 ―  49.7 61.8
政治信頼 府県政 54.8 47.3 ― 61.5 72.0

市政 60.7 54.2 ― 70.1 73.0
制度支持 政党 81.7 80.0 82.0 87.2 85.1

選挙 95.4 84.2 88.6 93.4 89.6
国会 83.8 77.2 79.7 85.8 78.1

有効性感覚 左右できない 66.0 64.3 61.0 72.8 63.4
理解できない 73.5 73.9 74.9 76.1 73.0

表 4　都市規模ごとの政治的信頼感・制度支持、政治的有効性感覚の時系列推移

注 1）JESⅡ ･Ⅲより筆者作成　すべて肯定＋やや肯定的回答者の割合
注 2）政治的信頼感に関する質問群は 01 年にはないため―表記



政治不信・制度改革・行政サービス（善教）

－ 75 －

互いに強く関係し合っており、同時にモデルに投入する
と多重共線問題が発生する21）。この問題を回避するため、
暮らし向きと景気に関する意識は分けて分析に投入する
ことにする（暮らし向き変数を投入するモデルを Model

Ⅰ、景気変数を投入するモデルをModelⅡとする）。また、
デモグラフィー変数に関しては、必ずしも線形的な関係
であることを想定することができないため、すべてダ
ミー変数化した上で分析に投入することにする 22）。
次に、制度改革の影響を明らかにする変数について説
明する。ここでは、本稿の仮説を検証するための変数と
して、前節で使用した景気および暮らし向きに関する政
府の責任の意識を分析に投入する。これら変数は、政府
の「出力」に関する影響への意識を問うものであるから、
本稿の仮説を検証するための変数としては一定の妥当性
がある。しかしながら、この変数は制度改革によって変
化した「出力」そのものを問う質問ではない。したがっ
て、この変数とは別に、内閣の制度改革に関する評価も
合わせて分析に投入することにする。投入変数一覧は表
5に示すとおりである。
表 6から 8はそれぞれの重回帰分析の結果である。分
析の結果を端的に述べれば、本稿の仮説は概ね支持され

た。以下、政治信頼感、制度支持、政治的有効性感覚に
関する分析の結果と、順に検討していく。
まず、政治信頼を従属変数とする分析の結果であるが、
調整済み R二乗値は 93 年を除き ModelⅡの方が高い値
を示しているので、ModelⅡの時系列推移の考察を行う
ことにする。ModelⅡにおける制度改革の評価変数はす
べての年度において統計的に有意であり、かつ、そのβ
係数は年度を増すごとに増加していく傾向にあることが
分かる。このことは、制度改革に関する認識が年度増す
ごとに相対的な重要性を増していっていることを意味し
ている。β係数の符号は＋であり、制度改革を肯定的に
評価するほど政府への信頼性が高まると解釈することが
できる。仮説どおりの結果であるといえよう。その一方
で、政府の「出力」に関する変数はすべての年度におい
て統計的に有意な結果を示さなかった。「出力」の直接
的な変化は政治信頼に結びつくわけではなく、「出力」
を変化させるような制度改革を行った否かが政治信頼感
にとっては重要なのであろう。いずれにせよ、本稿の仮
説が支持されることに相違はない。
次に、制度支持を従属変数とする分析の結果を検討す
る。調整済み R二乗値は ModelⅡの方が高い値を示し

投入変数 回答形式 尺度の種類
従属変数
（因子得点） 政治信頼 かなり信頼できる=1～ほとんど信頼できない=4 間隔
（因子得点） 制度支持 賛成=1～反対 =4 間隔
（因子得点） 有効性感覚 そう思う=1～そう思わない=5 間隔
独立変数
制度改革評価 政治・行政改革 かなり良い=1～かなり悪い=5 間隔（順序）
「出力」の評価 暮らし向きへの政府の責任 かなり責任がある=1～ほとんど責任がない=4 間隔（順序）

景気への政府の責任 かなり責任がある=1～ほとんど責任がない=5 間隔（順序）
統制変数 

性別 男女 男性=1 女性 =2 ダミー
年齢 20 代 20代 =1 それ以外 =0 ダミー

30 代 30代 =1 それ以外 =0 ダミー
50 代 50代 =1 それ以外 =0 ダミー
60 代 60代以上 =1 それ以外 =0 ダミー

教育程度 中卒程度 新中学・旧小・旧高小=1 それ以外 =0 ダミー
高卒程度 新高校・旧中学=1 それ以外 =0 ダミー
大卒以上 大学・大学院=1 それ以外 =0 ダミー

都市規模 大 規模大 =1 それ以外 =0 ダミー
やや大 規模やや大=1 それ以外 =0 ダミー
小 規模小=1 それ以外 =0 ダミー

暮らし向き 現状の認識 かなり満足している=1～かなり不満である=5 間隔（順序）
今後の動向 かなり良くなる=1～かなり悪くなる=5 間隔（順序）

景気 現状の認識 かなり良いかなり良い 間隔（順序）
今後の動向 かなり良くなる=1～かなり悪くなる=5 間隔（順序）

注）順序尺度は分析の都合上、間隔尺度とみなしている

表 5　投入変数一覧
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ているので、ModelⅡの時系列推移の検討を行う。
ModelⅡにおいて制度改革評価の変数は、政治信頼の分
析結果と同じく、ほぼすべての年度において統計的に有
意な結果を示している。β係数の大きさは、やや増加傾
向にあるといえる。係数の符号は＋であり、制度改革に
肯定的な人ほど現行制度を支持するという解釈となる。
これも、仮説どおりの結果であるといえよう。
一方、政府の「出力」評価変数に関しては、やや異な
る結果が得られた。93 年を除き、ほぼすべての年度に
おいて統計的に有意な結果を示しているが、β係数の大
きさは増加するのではなく減少傾向にある。政府の「出
力」に関する評価の重要性は低下傾向にあるといえよう。
係数の符号は＋であり、かなり責任があると感じている
人、言い換えれば政府の「出力」への認知が高い人ほど
現行制度を支持するという解釈となるので、仮説と異な
る結果が得られたというわけではないが、やや想定とは
異なりその影響力は低下傾向にあるようである。制度改
革への評価に関する重要性が増した結果か、あるいは、
人々の「出力」への志向性が弱まった結果なのかはこの
分析からは判断することができない。しかし、この分析
結果からも、制度改革の影響を窺い知ることはできる。
最後に政治的有効性感覚を従属変数とする分析の結果

を検討しよう。本稿の想定とはやや異なり、政治的有効
性感覚と制度改革変数の間にはそれほど強い関連性はな
いという結果が得られた。調整済み R二乗値は、景気
変数を投入した ModelⅡよりも暮らし向き変数を投入
した ModelⅠの方が全般的に高い値を示しているので、
ModelⅠの推移を考察することにする。
まず、93 年においては制度改革への評価および政府
の「出力」への評価共に統計的に有意な結果を示してい
ない。96 年には、政府の「出力」変数にのみ有意な結
果が示されており、β係数の符号は－であった。政府の
「出力」を強く認識している人ほど有効性感覚は高いと
いう結果であるから解釈としては本稿の仮説を支持する
ものである。03 年には制度改革変数、「出力」への変数
ともに統計的に有意な結果を示している。「出力」への
評価変数は 96 年度とほぼ変わらない結果を示したが、
制度改革変数のβ係数の符号は＋であり、肯定的な評価
を下す人ほど有効性感覚を感じないという仮説とは逆の
結果が得られた。しかし、05 年においては制度改革の
評価変数にのみ統計的に有意な結果が示されおり、かつ、
符号は＋であり 03 年度とは逆の結果であった。
以上の諸点に鑑みると、制度改革に関する変数に関し
ては有効性感覚との関連性は疑わしいということになる

93 年 96 年 03 年 05 年
Model Ⅰ Model Ⅱ Model Ⅰ Model Ⅱ Model Ⅰ Model Ⅱ Model Ⅰ Model Ⅱ

制度改革の評価 0.114 0.114 0.191 0.178 0.227*** 0.180 0.260 0.212***
「出力」評価：暮らし向き - 0.031 - 0.094** - 0.099*** - 0.013 
「出力」評価：景気 - 0.038 - 0.032  0.029 0.033 
性別：女性 0.076** 0.050+ 0.091** 0.064* 0.067* 0.034 - 0.073* - 0.075*
年齢：20代 0.038 0.015 0.042 0.042  0.008 - 0.002 0.053+ 0.036 
年齢：30代 0.063+ 0.043 0.051 0.050 - 0.005 - 0.016 0.032 0.016 
年齢：50代 - 0.016 - 0.020 - 0.052 - 0.061+ - 0.019 - 0.013 - 0.037 - 0.035 
年齢：60代 - 0.107** - 0.135*** - 0.123** - 0.111** - 0.110** - 0.088* - 0.066 - 0.073 
教育程度：中卒 0.027 0.061 - 0.020 0.004 0.060 0.070+ - 0.022 - 0.002 
教育程度：高卒 - 0.059 - 0.054 0.016 0.038 0.071+ 0.058 - 0.019 0.022 
教育程度：大卒 - 0.041 - 0.059 0.015 0.018 0.097* 0.082*  - 0.024 0.003 
都市規模：大 0.072* 0.091* 0.051 0.061 - 0.070* - 0.053+ - 0.075* - 0.081*
都市規模：やや大 0.091* 0.092* 0.040 0.063 - 0.010 0.000 - 0.053 - 0.048 
都市規模：小 0.047 0.050 0.008 0.009 - 0.098** - 0.101** - 0.129*** - 0.129***
現状認識：暮らし向き 0.206*** 0.136*** 0.124*** 0.153***
今後の認識：暮らし向き 0.079** 0.079** 0.042 0.057+
現状認識：景気 0.089** 0.109*** 0.121*** 0.075*
今後の認識：景気 0.183*** 0.178*** 0.164*** 0.172***

adj R2 0.098 0.087 0.129 0.136 0.136 0.145 0.142 0.148 
N 1228 1177 1194 1160 1253 1221 1044 1003

*** *** *** *** *** ***

注）数値は標準化偏回帰係数β　+:p<0.1 *:p<0.5 **:p<0.01 ***:p<0.001

表 6　政治信頼を従属変数とする重回帰分析の結果
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93 年 96 年 03 年 05 年
Model Ⅰ Model Ⅱ Model Ⅰ Model Ⅱ Model Ⅰ Model Ⅱ Model Ⅰ Model Ⅱ

制度改革の評価 0.051+ 0.037 0.119*** 0.102*** 0.135*** 0.084**  0.163*** 0.132***
「出力」評価：暮らし向き 0.043 0.039 0.092** 0.068*
「出力」評価：景気 0.041 0.138** 0.118*** 0.066*
性別：女性 0.001 - 0.023 0.094** 0.061  0.013  - 0.005  0.072* 0.059+
年齢：20 代 0.016 0.006 0.070* 0.065 0.018 0.028  0.036 0.036 
年齢：30 代 0.069* 0.054 0.052 0.037 0.035 0.036 0.040 0.033 
年齢：50 代 - 0.059+ - 0.075* - 0.065+ - 0.075 - 0.057 - 0.057 - 0.083*  - 0.086*
年齢：60 代 - 0.113** - 0.135** - 0.201*** - 0.202*** - 0.163*** - 0.161*** - 0.153** - 0.149**
教育程度：中卒 - 0.075+ - 0.076+ - 0.021 - 0.013 0.066 0.051 0.004 0.011 
教育程度：高卒 - 0.112* - 0.097* - 0.023 - 0.003 0.035 0.030 - 0.030 - 0.025 
教育程度：大卒 - 0.052 - 0.042 - 0.059 - 0.051 - 0.003 0.002 - 0.027 - 0.016 
都市規模：大 0.048 0.046 0.030 0.037 0.018 0.017 - 0.037 - 0.050 
都市規模：やや大 - 0.063 - 0.079* 0.003 0.013 0.032 0.032 - 0.015 - 0.029 
都市規模：小 - 0.054 - 0.067+ - 0.008 0.007 - 0.046 - 0.052 - 0.001 0.009 
現状認識：暮らし向き 0.043 0.047 0.090** 0.014 
今後の認識：暮らし向き 0.036 - 0.031 0.018 0.086**
現状認識：景気 0.008 0.014 0.041 0.041 
今後の認識：景気 0.083** 0.116*** 0.151*** 0.107**

adj R2 0.046 0.052 0.085 0.109 0.069 0.082 0.078 0.088 
N 1228 1177 1194 1160 1253 1221 1044 1003

93 年 96 年 03 年 05 年
Model Ⅰ Model Ⅱ Model Ⅰ Model Ⅱ Model Ⅰ Model Ⅱ Model Ⅰ Model Ⅱ

制度改革の評価 0.015 0.021 0.024 0.031 0.227*** 0.002 - 0.065* - 0.045 
「出力」評価：暮らし向き 0.000 - 0.076** - 0.099*** - 0.045 
「出力」評価：景気 0.026 - 0.047 - 0.009 - 0.053+
性別：女性 - 0.223*** - 0.221*** - 0.127*** - 0.112*** 0.067*  - 0.043 - 0.121*** - 0.111**
年齢：20代 - 0.092** - 0.090** - 0.044 - 0.043 0.008 0.012 - 0.049 - 0.039 
年齢：30 代 - 0.070* - 0.088** - 0.039 - 0.044 - 0.005 - 0.031 - 0.014 - 0.004 
年齢：50 代 - 0.002 0.004 0.014 0.022 - 0.019 0.033 0.095* 0.087*
年齢：60代 0.017 0.016 0.016 0.017 - 0.110** 0.051 0.038 0.059  
教育程度：中卒 - 0.181*** - 0.162*** - 0.116** - 0.124** 0.060  - 0.172 - 0.115** - 0.119**
教育程度：高卒 - 0.029 - 0.015 - 0.092* - 0.100* 0.071+ - 0.094 - 0.100* - 0.113*
教育程度：大卒 0.111** 0.122** 0.044 0.028 0.097* 0.037 0.087* 0.072+
都市規模：大 - 0.052 - 0.039 0.078* 0.077+ - 0.070*   0.045 0.046 0.049 
都市規模：やや大 - 0.047 - 0.026 0.060 0.045 - 0.010  - 0.001 0.051 0.062+
都市規模：小 - 0.077* - 0.075* 0.016 0.013 - 0.098** - 0.130 - 0.013 - 0.006 
現状認識：暮らし向き 0.035 - 0.057* 0.124*** - 0.037 
今後の認識：暮らし向き - 0.013 - 0.044 0.042 - 0.069*  
現状認識：景気 0.014 0.012 0.000 - 0.073*
今後の認識：景気 0.009 - 0.083** - 0.063 - 0.033 

adj R2 0.109 0.105 0.044 0.041 0.075 0.060 0.066 0.065 
N 1228 1177 1194 1160 1253 1221 1044 1003

注）数値は標準化偏回帰係数β　+:p<0.1 *:p<0.5 **:p<0.01 ***:p<0.001

注）数値は標準化偏回帰係数β　+:p<0.1 *:p<0.5 **:p<0.01 ***:p<0.001

表 7　従属変数を制度支持とする重回帰分析の結果

表 8　政治的有効性を従属変数とする重回帰分析の結果
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だろう。統計的有意性およびβ係数の符号が不安定であ
ることがその理由である。その一方で、政府の「出力」
に関しては、統計的な有意性は年度によってばらつくが
係数の符号は安定的であり、やや関係があるといえそう
である。この「出力」への評価が制度改革によってもた
らされたものであるかどうかは、ここでは明らかにする
ことができないので制度改革の明確なインパクトが認め
られたと結論付けることはできないが、可能性としては
大きいということがいえるだろう。

Ⅴ．結論

1．制度改革は人々の意識にどのような影響を与えたのか
本稿の分析の結果明らかになった知見は、以下の 2点
に集約される。
第 1の知見は、日本における政治信頼感は減少するど
ころか逆に増加傾向にあるということである。もっとも、
政治信頼ないし不信をどのように定義するか、あるいは、
どのような質問文から操作化するかによって結果は往々
に変わりうる。したがって、政治的信頼感が増加してい
るか否かについて結論を下すのは早急であるし、今後、
多くの調査が積み重ねられていく過程でこの知見が覆さ
れる可能性も否定できない。しかし、それは日本の政治
信頼感が減少しているという「事実」が正しいとは限ら
ないことも、同時に意味している。少なくとも、本稿の
扱うデータからはそのような傾向は見られない。
第 2の知見は、上述の傾向の背景には、制度改革に関
する人々の肯定的な評価がある、という点である。日本
においては、制度改革は政治不信を払拭する効果を生じ
させた。分析の結果は、制度改革と政治信頼の間には明
確な関連性があることを示している。この知見は、「通
説」とは大きく異なり制度改革が人々の意識に与える効
果について実証的に明らかにしたという意味で、意義あ
るものということができるだろう。
上記の分析結果からどのような含意が導きだされるの
であろうか。以下では、図 1の政治社会の 4モデルに立
ち返り、制度改革の効果とその帰結の「意味」について、
検討することにしたい。
2000 年以降の制度改革は政治信頼および制度支持を
大きく規定していた。このことは、何度も述べていると
おり、制度改革が人々の信頼を醸成することに成功した
ことを示している。しかしながら、それは「民主的な社

会」への移行を意味しているわけではない。なぜなら、
人々の政治的有効性感覚は相も変わらず低い水準を示
し、かつ、制度改革が政治的有効性感覚に与える影響も
それほど大きくはないことが分析の結果明らかになった
からである。つまり、制度改革を進めていく帰結として
考えられるのは、「民主的社会」への移行というよりも
むしろ、人々の従属的な政治的態度から成る「伝統的社
会」への回帰、あるいは、その強化であるように思われ
る。本稿は、制度改革が人々の意識に与える影響を実証
的に明らかにしたが、それが「良い」ものであることま
で実証したわけではない。政治不信の次元を考慮するこ
との必要性は、まさに、この点に求められるのである。
この含意は、今後の制度改革の方向性を検討する1つ
の指針となりうる。人々の政治ないし政府への信頼感はそ
れほど低い値を示しているわけではないし、制度への支持
も同様に低い値を示しているわけではない。むしろその絶
対値から考えると、高い値を示しているのではとさえ思わ
せられる。そのような現状においては、「制度改革を行った」
ことを人々にアピールし信頼を獲得していくだけではな
く「制度改革によってどのようにサービスが変わったのか」
を人々にアピールする必要もあるだろう。
また、本稿の分析は、デモグラフィー要因のみならず、
政府の「出力」への評価も政治的有効性感覚を規定して
いる可能性があることを示した 23）。民主的な社会を是
とし、そこへの到達を 1つの価値とするならば、行政サー
ビスの質の改善といった点を、今後いっそう検討してい
くことが必要かもしれない。あるいは、日本の政治意識
の「型」に即していうなら、「出力」に人々の関与を求
めていくことも、1つの方策として考えられる。制度改
革の視点を転換させていく必要があることを、ここでは
強調しておきたい。

2 ．残された課題
もちろん、本稿の分析に問題がないわけではない。
2000 年以降という「特殊」な時期における制度改革を
扱っているため、制度改革への志向性が「出力」に特化
した制度改革であったからという主張には問題があるだ
ろう。
これを解決する方法としては、主として以下の 2つが
考えられる。第 1に、「入力」に関する制度改革が行わ
れた後、人々がそれをどのように認識し、そしてそれを
どのように評価しているのかを明らかにすることであ
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る。幸いにも、近年においては、参加や協働といった「入
力」に関する制度改革が地方において盛んに行われてい
る。このような制度改革への人々の意識を明らかにする
ことよって、本稿の仮説が支持されるものであるか否か
をさらに検討することができるだろう。「入力」の制度
改革に対しても人々は強く認識するのであれば、政治意
識の「型」は関係がないということになる。
第 2に、その他の「出力」志向の制度改革に対して、人々
はどのように認識しているのかを明らかにすることであ
る。上で述べたとおり、本稿は、「小泉劇場」ともいえ
る特殊な時期での制度改革を主として分析対象とした。
この時期における制度改革は、すべからく「良き」もの
として人々の目に映った可能性を否定できない。しかし、
さらなる「出力」の制度改革にも同様の傾向が示された
なら、本稿の仮説は支持されたということになろう。
また、本稿の扱う概念の妥当性や分析方法に関しても
さらなる検討が必要であろう。政治信頼ないし不信とい
う概念をいかなる質問文から操作するかは、何度も述べ
るように論者によってかなりの程度異なる。それゆえに、
信頼感の高低、あるいは、増減について議論は錯綜する。
本稿はこのような問題を回避するため政治不信の次元論
に基づきつつ議論を展開したわけだが、分析手法の洗練
化も含め、さらなる概念の精緻化が必要だろう。

注
１）　国連は2007年6月に、Building Trust in Governmentをテー
マとした大規模な会議をオーストリアで開催した。
２）　ここでいう一般的な疎外の議論とは、いわゆる大衆社会
論を指す。代表的な論者としては、Frommや Riesmanなど
を挙げることができる（Fromm 1964＝1965；Riesman 1960
＝1964）。もちろん、彼等の議論と政治的疎外の議論は独立
して存在しているわけではないが、彼等の議論の射程はあく
まで「社会」からの疎外であるのに対して、政治的疎外の射
程は「政治システム」からの疎外である。
３）　政治的疎外感の多次元性に言及する初期の研究としては、

Seemanや Blaunerの研究を挙げることができる（Seeman 

1959；Blauner 1962）。Seemanは、政治的疎外感を歴史的
アプローチに基づきつつ 1）無力感、2）目標喪失、3）無規
範性、4）孤立、5）疎遠の 5つに分類した。一方、Blauner

は、この分類を基礎としつつも、事例の詳細な分析から上記
の分類を 1）無力感、2）目標喪失、3）孤立、4）疎遠の
4分類に再構成した。これらはいずれも計量的な分析から政
治的疎外感の次元を析出するものではないが、後に続く実証
研究の基礎となる議論であった。

４）　この図式は、近年における政治信頼感の低下を肯定的に
捉えるか否定的に捉えるかという論争にも一定の理解を与え
る。つまり、政治的信頼感が低くとも有効性感覚が高い社会
の場合は、政治権力への対抗権力としての参加という意味で、
一定の価値が付与されるのである。もちろん、過度の参加は
デモクラシーの安定を脅かすため必ずしも奨励されるわけで
はないが（Crozier, Huntington, Watanuki 1975＝1976）、権力
の汎用を阻止するという意味では重要であるといえる。
５）　言うまでもなく信頼という概念が重要視されることに
なったきっかけの 1つとして、Putnamの業績があるだろう
（Putnam 1993＝2001；2000＝2006）。しかし、Putnamは政
治への信頼と不信を同一視し、かつ、政治と社会も同一視し
たうえで信頼が重要であることを主張している。すなわち、
社会に対する一般的信頼と政治的信頼を混同したまま、信頼
の重要性を強調しているのである。それゆえに、政府が信頼
をいかに構築するかという議論も、政治に対する信頼（支持）
を構築することを主張するものと、人々の間での信頼をいか
に構築するかという点を強調するものとに分かれる。本稿は、
このような混乱を避けるため、一般的な信頼については議論
の対象とせず、あくまで政治に関する信頼と不信を議論の対
象とする。
６）　後に述べるように、欧米諸国においては信頼の低下がエ
リート対抗型の参加への結びつくのに対し、日本においては
必ずしもそうなっていない。その原因については未だ明らか
になってはいないが、1つの解答として、政治制度による「参
加」の制約の大きさを挙げることができるだろう（Pekkanen 

2006＝2008）。
７）　このことは、日本における政治不信がまったく変動して
いないことを意味しているわけではないことに注意された
い。度重なる政治家の汚職等の発覚を背景として人々の政府
への信頼感が低下したのは周知の事実であるが、その程度は
実際のところそれほど大きくないということを指摘している
に過ぎない。
８）　地方レベルにおける様々な諸制度改革については、村松、
稲継編（2003）にて詳しく議論されているのでそちらを参照
のこと。
９）　JEDS96 調査（正式名称衆議院選挙に関する世論調査）は、
選挙とデモクラシー研究会が 1996 年に行った、20 歳以上の
男女を対象とする大規模サンプルサーベイ調査である。この
データの単純集計結果については、SSJデータ・アーカイブ
の HPに公開されており、本表はその集計データを元に作成
した。調査およびデータの公開に尽力されたすべての関係者
の方々に感謝と敬意を表する（URL:　http://ssjda.iss.u-tokyo.

ac.jp/chosa-hyo/0093c_1.html　2008年10月27日アクセス）。 

10）　一般的な信頼感をどのように定義するかにもよるが、「た
いていの人は信頼できる」といった質問への回答から操作化
されることが多い。この質問文と政治的信頼感を尋ねる質問
とのクロス分析を行ってみたが、相関係数は tau_bで 0.15
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前後（p<0.01）であった。まったく関係がないとはいえない
が、関係が強いともいえない。なお、JESⅡ・Ⅲ調査の概要
に関しては、後の注 12 にて詳しく説明しているのでそちら
を参照のこと。
11）　日本におけるコミュニティの衰退を論じる代表的なもの
としては、国民生活審議会の一連の報告書を挙げることがで
きる（国民生活審議会コミュニティ小委員会 1969；国民生
活審議会総合政策会 2005）。一方、日本における「市民社会」
の豊かさを強調するものとしては Inoguchiや Pekkanenの議
論がある（Inoguchi 2000；Pekkanenn 2006＝2008）。日本に
おけるコミュニティないし「市民社会」が衰退しつつあるか
否かについては、さらなる検討が必要である。
12）　行政サービスの時系列変動については、日本経済新聞社
と日経産業消費研究所が 1998 年から 2年おきに行っている
調査からも確認している（日本経済新聞社、日経産業消費研
究所編 1999, 2001, 2003, 2005, 2006）。分析の詳細は紙幅の都
合上割愛せざるを得ないが、分析結果から財政データ上には
現れない行政サービスの削減が市部郡部を問わず生じている
ことを確認した。したがって、変動のパターンはやや異なる
が、行政サービスの変動は 2000 年以降都市規模を問わず生
じているということができるだろう。
13）　JESⅡは、1991-95 年度文部省科学研究費特別推進研究「投
票行動の全国的・時系列的調査研究」に基づく JESⅡ研究プ
ロジェクトが行った大規模パネル調査であり、JESⅢ調査（正
式名称：21 世紀初頭の投票行動の全国的・時系列的調査研究）
は JESⅢ研究会が 2001-05 年にかけておこなった大規模パネ
ル調査である。JESⅡ調査は KH’sHPのデータ ･アーカイブ
に（http://www.kh-web.org/　2007 年 6 月 8 日アクセス）、
JESⅢ調査は慶応義塾大学21世紀COEプログラムHPのデー
タ ･アーカイブにて無料で公開されている（http://www.coe-

ccc.keio.ac.jp/　2007 年 6 月 8 日アクセス）。上記調査を行っ
たすべての関係者に、感謝と敬意を表する。なお、調査の詳
細は、上記 HPやコードブック等にて公開されているのでそ
ちらを参照のこと。
14）　使用した質問は以下の通り。93 年度：JESⅡ第 1波 Q36、
38、39 および Q44、46、48、96 年度：JES Ⅱ第 6 波 Q23、
25、26 および Q31、33、34、01 年：JESⅢ第 1波 Q26、28、
29 および Q35、37、38、03 年：JESⅢ第 4 波 Q27、29、30
および Q35、37、38、05 年：JESⅢ第 8 波 Q34、36、37 お
よび Q46、48、49。
15）　使用した質問は以下の通り。93 年度：JESⅡ第 1 波 Q7
の 1 － 3、96 年度：JESⅡ第 6波 Q11 － 5、01 年：JESⅢ第
1波 Q6 の 1 － 4、03 年：JESⅢ第 4波 Q7 の 1 － 4、05 年：
JESⅢ第 8波 Q9 の 1 － 4。

16）　質問項目は、93 年度調査においては 1）政治改革、2）経
済、3）外交、4）全般であったが 96 年度調査においては
1）全般、2）規制緩和・行政改革、3）経済問題、4）安保・
沖縄問題、5）住専処理、6）政治改革であった（以上 JESⅡ

調査）。03 年度および 05 年度調査においては、1）財政構造
改革、2）景気対策、3）外交、4）全般であった（以上 JES

Ⅲ調査）。いずれの年度も基本的には、1）制度改革、2）経
済ないし景気対策、3）外交、4）全般の 4項目を尋ねている
わけだが、96 年度調査のみ制度改革に関する質問項目が 2
つあるなどその他の年度とはやや異なる。ただし、両変数の
相関は tau_bで 0.475（p<0.01）と高いので、図 5において
はそれぞれの質問への回答割合の平均値を採用している。
17）　使用した質問は以下の通り。93 年度：JESⅡ第 1波 Q29
－ 31、Q32 の 1 － 3、Q33 の 2 － 3、96 年度：JESⅡ第 7波
Q18 － 20、Q21 の 1 － 3、Q22 の 2 － 3、03 年：JESⅢ第 4
波 Q31 の 1 － 3、Q32 の 2 － 3 および第 5 波 Q15 の 1 － 3、
05 年：JESⅢ第 8波 Q31 の 1 － 3、Q39 の 2 － 3 および第 9
波 Q20 の 1 － 3。
18）　改めて強調するまでもなく、政治信頼と制度支持は「出力」
への不信に近いものであり、有効性感覚は「入力」への不信
である。政治不信は 1）政府の応答性感覚の次元、2）政府
信頼感の次元、3）外的有効性感覚の次元、4）内的有効性感
覚の次元の 4次元からなる概念であるとの実証分析の結果が
ある（Craig 1979；Murayama 1986）。前者 2つは「出力」の
次元に該当し、後者 2つは「入力」の次元に該当する。本稿
の因子分析の結果は、この 4次元のうち 3次元を析出してい
るものと考えることができる。なお、政府の応答性感覚の次
元を「制度支持の次元」と称した理由は、Eeastonの specific 

supportと diffuse supportの区分に相当するものと判断した
ことに拠る（Easton 1975）。
19）　因子得点の算出方法は、Bartlett法である。Bartlett法と

Anderson-Rubin法は独自因子を最小化するように因子得点
を算出するので、本稿の目的に適した数値を得ることができ
る。Bartlett法を採用した理由は、政治信頼、制度支持、政
治不信がそれぞれ独立していると仮定するのはやや不適切で
あり、直交性を重視する Anderson-Rubin法よりも斜交性を
重視するBartlett法の方が適切であると判断したからである。
20）　デモグラフィーに関しては、93 年度：第 1波、96 年度：
第 6 波、03 年度：第 4 波、05 年度：第 9 波においてそれぞ
れ質問されている。生活満足度等に関しては、注 14 にて記
してあるのでそちらを参照のこと。
21）　独立変数間の相関が極めて高い場合、重大な推定ミスが
生じる。この問題を多重共線問題という。多重共線性が存在
する場合、推定が不安定なものとなり、係数にバイアスが生
じたり係数の符号が逆転する。
22）　年齢は「40 代」、教育程度は「専門学校・短期大学卒業」、
都市規模は「やや小」を基準カテゴリーとして分析から除外
した。
23）　制度改革が政治的信頼感や制度支持にのみ影響を与える、
言い換えれば、有効性感覚に影響を与えないという根拠があ
るわけではないが、政治的有効性感覚は政治的社会化の中で
形成されるため、個人的なパーソナリティに拠るところが大
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きいと主張されることが多い。政治的有効性感覚への影響を
過小評価するのは、有効性感覚がデータ上ほとんど変動して
いないことに加えて、このような規定要因に関する理論的背
景があるからである。教育の程度が高い者ほど有効性感覚が
高いという結果が得られたが、そのことはこの理論を支持す
る結果であるともいえる。もっとも、制度改革や「出力」へ
の認識が有効性感覚に影響を与えているか否かは実証的な問
題であり、統計的に有意な結果が得られたならそれは 1つの
発見として評価されるだろう。その意味でいえば本稿の分析
は、デモグラフィックな要因を強調する議論に対して、新た
な知見を提供したということにもなるだろう。
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